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６
月
定
例
会
は
、
６
月
６

日
に
招
集
さ
れ
、
２３
日
ま
で

の
１８
日
間
の
会
期
で
開
か
れ

ま
し
た
。

　

町
長
か
ら
繰
越
明
許
費
の

報
告
１
件
、
条
例
の
一
部
改

正
５
件
、
工
事
請
負
契
約
の

変
更
１
件
お
よ
び
、
一
般
会

計
な
ど
補
正
予
算
３
件
の
議

案
が
上
程
さ
れ
、
す
べ
て
原

案
ど
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

一
般
質
問
で
は
、
５
議
員

が
町
政
全
般
に
わ
た
っ
て
の
、

問
題
点
を
た
だ
し
ま
し
た
。

　

健
康
保
険
法
の
改
正
に
よ
り

公
的
医
療
保
険
の
給
付
範
囲
が

30
万
円
か
ら
35
万
円
に
拡
大
さ

れ
ま
す
。

Ｑ　
一
時
金
給
付
の
件
数
は
。

Ａ　
平
成
16
年
50
件
、
平
成
17

年
37
件
で
あ
る
。

Ｑ　
そ
の
う
ち
委
任
払
い
の

件
数
は
。

Ａ　
平
成
16
年
３
件
、
平
成
17

年
６
件
で
あ
る
。

Ｑ　
受
領
委
任
払
い
※

の
徹
底

を
。

Ａ　
広
報
、
母
子
手
帳
交
付
時

な
ど
で
周
知
し
て
い
く
。

　
　
　

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

10月1日
から

●
一
般
廃
棄
物
最
終
処
分

場
の
浸
出
水
処
理
施
設

が
公
共
下
水
道
接
続
と
な

る
。

　

合
併
処
理
槽
か
ら
公
共

下
水
道
に
変
更
す
る
こ

と
に
よ
り
、
工
事
費
約

２
８
０
万
円
減
額
。

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

●
幸
田
町
議
会
の
議
員
そ

の
他
非
常
勤
の
職
員
の
公

務
災
害
補
償
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
改
正

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

●
幸
田
町
国
民
健
康
保
険

税
条
例
の
一
部
改
正

　

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

審
議
さ
れ
た
他
の
議
案

※
受
領
委
任
払
い
と
は

　

町
が
出
産
育
児
一
時
金

を
直
接
出
産
し
た
病
院

な
ど
に
支
払
う
制
度
。
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損
害
保
険
料
控
除
を
改
組
し

て
、
安
心
・
安
全
の
た
め
地
震

保
険
に
加
入
し
た
保
険
料
が
控

除
さ
れ
る
。
平
成
20
年
１
月
１

日
適
用
。

Ｑ　
旧
保
険
の
扱
い
と
控
除
は
。

Ａ　
平
成
18
年
末
ま
で
に
締

結
し
た
長
期
損
害
保
険
は
※

従
前
ど
お
り
。
短
期
損
害
保

険
は
対
象
外
。
※
（
保
険
期

間
が
10
年
以
上
で
満
期
返
戻

金
が
あ
る
）

Ｑ　
地
震
保
険
料
控
除
額
は
。

Ａ　
保
険
料
の 
1/2 

の
額
を
所

得
控
除
（
住
民
税
上
限
２
５

０
０
０
円
、
所
得
税
５
０
０

０
０
円
）
さ
れ
る

Ｑ　
危
険
度
に
対
応
し
た
控
除

額
か
。

Ａ　
税
額
控
除
は
全
国
一
律

で
あ
る
。

地
震
保
険
料
控
除

　
　
　
　

の
創
設

Ｑ　
町
へ
の
影
響
額
は
。

Ａ　
本
年
は
約
１
６
３
０
万

円
の
増
収
と
な
る
。（
表
２
）

Ｑ　
増
収
分
の
使
い
道
は
。

Ａ　
未
成
年
者
喫
煙
防
止
対

策
と
公
債
費
抑
制
に
あ
て
ら

れ
る
。

（
反
対
２
、
賛
成
１９
で
可
決
）

た
ば
こ
税
が
平
成
１８
年

７
月
１
日
か
ら
値
上
げ

幸
田
町
税
条
例
の
一
部
改
正
の
あ
ら
ま
し

Ｑ　
税
の
負
担
割
合

の
変
更
で
住
民
へ

の
影
響
は
。

Ａ　
住
民
税
が
一

律
10
％
と
な
り
、

住
民
税
の
増
税
分

は
、
所
得
税
で
調

整
さ
れ
る
た
め
、

住
民
へ
の
影
響
は

ほ
と
ん
ど
な
い
。

（
表
１
）

税
源
委
譲
に
伴
う

税
率
変
更
の
影
響
は

（表1）

所得額 所得税 住民税 計

200万円未満
改正前　10％ 5％ 15％
改正後　  5％ 10％ 15％

200～
330万円

改正前　10％ 10％ 20％
改正後　10％ 10％ 20％

330～
700万円

改正前　20％ 10％ 30％
改正後　20％ 10％ 30％

700～
900万円

改正前　20％ 13％ 33％
改正後　23％ 10％ 33％

900～
1800万円

改正前　30％ 13％ 43％
改正後　33％ 10％ 43％

1800万円以上
改正前　37％ 13％ 50％
改正後　40％ 10％ 50％国特別税 

国　税 71.04円 

21.48円 

65.96円 

125.12円 

16.4円 16.4円 

62.52円 

59.54円 

19.38円 

112.16円 

例：マイルドセブン1箱 

市町村税 

県　税 

たばこ本体 

新 
300円 

旧 
270円 

3,050万円増額される。
主な予算

　都市計画総務一般事業 2,200万円

　・道の駅の地域振興施設用地購入。

　児童手当等支給事業 140万円

　・小学3年生から6年生への拡大に伴うシステム改修。

　（全員賛成で可決）

会計別補正予算

　国民健康保険特別会計

　・システム改修費 420万円

　（全員賛成で可決）

　老人保健特別会計

　・システム改修費 420万円

　（全員賛成で可決）

一般会計補正予算

（表2）

道の駅建設予定地


